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別紙様式１ 

大局総総（税）第280号 

令 和 ７ 年 ３ 月 31日 

  税 理 士 監 理 官 

 

各 税理士及び通知弁護士 殿 

各 税理士法人及び通知弁護士法人 御中 

 

「税理士業務の概況書」提出のお願い 

 

税務行政につきましては、平素から格別の御理解と御協力を賜り、深く感謝申し上げます。 

さて、大阪国税局各税務署では、税理士業務の適正な運営を確保するため、管内に事務所

を有し税理士業務を行う方の登録内容の確認並びに使用人の人員等及び関与先件数につき

まして把握することとしており、毎年１回「税理士業務の概況書」の提出をお願いしており

ます。 

つきましては、御多忙のところ誠に恐縮ですが、同封の「税理士業務の概況書」に所要事

項を御記入の上、令和７年４月30日(水)までに同封の返信用封筒にて、事務所所在地を管轄

する税務署総務課へ提出いただきますようお願い申し上げます。 

なお、税理士業務の概況書の様式については、大阪国税局ホームページにも掲載しており

ますので、ダウンロードの上、御活用ください。 

  

  

 

また、作成いただいた税理士業務の概況書につきましては、イメージデータ（PDF形式）

に変換し、e-Taxソフトに組み込むことで、e-Taxで事務所所在地を管轄する税務署へ提出い

ただくことが可能となっておりますので、併せて御連絡させていただきます。 

おって、イメージデータで送信する場合の手続の名称は、「税理士業務の概況書」ではな

く、「使用人及び関与先の概況」となりますので、御注意ください。 

 

 

  

  

この文書による依頼は、財務省設置法第19条の規定に基づき実施しております。 

連絡先 担当：総務課 税理士事務担当者  電話番号：送付封筒表面に記載 

 
【様式掲載場所（大阪国税局ホームページ）】 

https://www.nta.go.jp/about/organization/osaka/topics/zeirishi/index.htm  

 

 
【イメージデータで送信可能な手続について（e-Taxホームページ）】 

https://www.e-tax.nta.go.jp/tetsuzuki/tetsuzuki_unsupported.htm   
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国税庁 

 

業務センターへの郵送等に関するお願い 

 
各国税局及び沖縄国税事務所において、別紙「内部事務のセンター化の対象となる税

務署一覧」のとおり、「内部事務のセンター化（※）」を実施していますので、次の事項に

ついて、御理解と御協力を賜りますよう、お願い申し上げます。 

なお、内部事務のセンター化は、納税者の皆様の所轄税務署を変更するものではござ

いません。 

 

 

  内部事務のセンター化の対象となる税務署に、申告書、申請書及び添付書類等を

提出する際は、以下のとおり御対応いただきますようお願いいたします。 

 e-Tax（データ）により提出する場合は、従来どおり所轄税務署へ送信願います。 

 書面により提出する場合は、業務センターへ郵送願います。 

 

  書面の申告書、申請書及び添付書類等を、業務センターへ直接持ち込むことはで

きません。 

 

  業務センターでは、納税者や税理士の皆様に対し、内部事務を処理するために電

話や文書によりお問い合わせさせていただくことがございます。 

 

  電話による税務相談や申告書・申請書等の用紙の送付は、業務センターでは行っ

ておりません。 

 

  納税証明書の交付、面接による相談、現金による国税の納付などの窓口対応は、

従来どおり所轄税務署で行います。 

 

(※) 「内部事務のセンター化」とは、事務の効率化等のため、複数の税務署の内部事務（申

告書等の入力や審査、還付金の支払手続、申告内容についての照会文書の発送など）を、

専担部署（業務センター）で集約処理する取組です。 
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別紙  

〇内部事務のセンター化の対象となる税務署 覧（令和７年３ 現在、令和７年７ 10 以降）

令和７年３ 現在 令和７年７ 10 以降

札幌中、 樽、岩 沢、滝川、余市、浦河
札幌中、札幌 、 樽、岩 沢

苫小牧、滝川、余市、浦河
　　　札幌国税局業務センター

〒060-8510
札幌市中央区 通 10丁 　札幌第２合同庁舎
札幌国税局業務センター

函館、室蘭、八雲、江差、倶知安 函館、室蘭、八雲、江差、倶知安
　　　札幌国税局業務センター
　　　函館分室

〒040-8505
函館市中島町37番１
札幌国税局業務センター函館分室

旭川中、旭川東、網 、留萌、稚内
紋別、名寄、深川、富良野

旭川中、旭川東、北 、網 、留萌、稚内
紋別、名寄、深川、富良野

　　　札幌国税局業務センター
　　　旭川分室

〒078-8507
旭川市宮前１条３丁目３番15号　旭川合同庁舎
札幌国税局業務センター旭川分室

釧路、帯広、根室、 勝池 釧路、帯広、根室、 勝池 
　　　札幌国税局業務センター
　　　帯広分室

〒080-8515
帯広市 ５条南８丁 　帯広第２地 合同庁舎
札幌国税局業務センター帯広分室

宮城県
仙台北、仙台中、仙台南、 巻、塩釜
古川、気仙沼、大河原、築館、佐沼

仙台北、仙台中、仙台南、 巻、塩釜
古川、気仙沼、大河原、築館、佐沼

　　　仙台国税局業務センター
〒980-8406
仙台市 葉区上杉１丁 １番１号
仙台国税局業務センター

岩手県 盛岡、久慈、  
盛岡、宮古、水沢、花巻、久慈

釜石、  

 森県 ―  森、弘前、  

秋田県 ― 秋田南、秋 北、大曲

山形県 山形、寒河江、村山 山形、寒河江、村山
　　　仙台国税局業務センター
　　　山形分室

〒990-8601
山形市大手町１番23号
仙台国税局業務センター山形分室

福島県 福島、郡山、二本松 福島、郡山、二本松
　　　仙台国税局業務センター
　　　福島分室

〒960-8509
福島市森合町16番６号
仙台国税局業務センター福島分室

埼玉県 浦和、大宮 浦和、大宮、春日部、上尾 　関東信越国税局業務センター
〒330-9587
関東信越国税局業務センター
※　郵便番号と名称をご記載ください（住所の記載は不要です）

茨城県 ―   、  、土浦、太田
　関東信越国税局業務センター
　つくば分室

令和７年７ 10 から開設するセンターです。
郵送先住所等の詳細については、令和７年７ １ 以降、国税庁ホームペー
ジにてご確認ください。

栃木県  利、栃 、佐野、 沼  利、栃 、佐野、 沼
　関東信越国税局業務センター
　栃木分室

〒328-8587
関東信越国税局業務センター栃木分室
※　郵便番号と名称をご記載ください（住所の記載は不要です）

群馬県 前橋、沼田、藤岡、富岡、中之条 前橋、沼田、藤岡、富岡、中之条
　関東信越国税局業務センター
　前橋分室

〒371-8587
関東信越国税局業務センター前橋分室
※　郵便番号と名称をご記載ください（住所の記載は不要です）

新潟県
新潟、新津、巻、新発田

十日町、村上、佐渡
新潟、新津、巻、新発田

十日町、村上、佐渡
　関東信越国税局業務センター
　新潟分室

〒951-8625
関東信越国税局業務センター新潟分室
※　郵便番号と名称をご記載ください（住所の記載は不要です）

注　下線太字は、令和７年７ より、新たに内部事務のセンター化の対象となる税務署や、新たに設置を予定している拠点を す。

都道府県

仙台国税局

内務事務のセンター化の対象署
拠点の名称 書面で申告書等を提出する場合の郵送先住所

札幌国税局 北海道

関東信越国税局

　　　仙台国税局業務センター
　　　盛岡分室

令和７年７ 10 以降、設置場所が移転となります。
郵送先住所等の詳細については、令和７年７ １ 以降、国税庁ホームペー
ジにてご確認ください。
〒020-8504
盛岡市本町通３丁目８番37号
仙台国税局業務センター盛岡分室
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令和７年３ 現在 令和７年７ 10 以降

 野県 ―  野、上田、信濃中野、佐久
　関東信越国税局業務センター
　佐久分室

令和７年７ 10 から開設するセンターです。
郵送先住所等の詳細については、令和７年７ １ 以降、国税庁ホームペー
ジにてご確認ください。

小石川、本郷、東京上野
浅草、本所、向島

小石川、本郷、東京上野、浅草
本所、向島、江 川北、江 川南

　　　東京国税局業務センター
〒110-8655
台東区池之端１丁目２番22号　上野合同庁舎
東京国税局業務センター

麹町、神田、日本橋、京橋、四谷、新宿
大森、雪谷、蒲田、中野、杉並、荻窪

麹町、神田、日本橋、京橋、芝、麻布、
四谷、新宿、大森、雪谷、蒲田、中野

杉並、荻窪、王子、板橋、練馬東、練  

　　　東京国税局業務センター
　　　大手町分室

〒100-8156
千代田区大手町１丁目３番３号　大手町合同庁舎３号館
東京国税局業務センター大手町分室

芝 ―
　　　東京国税局業務センター
　　　芝分室

令和７年７ 10 、東京国税局業務センター  町分室に統合しますの
で、同 以降の郵送先は、東京国税局業務センター  町分室となります。
〒108-8412
港区芝５丁目８番１号
東京国税局業務センター芝分室

渋谷 渋谷
　　　東京国税局業務センター
　　　渋谷分室

〒150-8060
渋谷区宇田川町１番10号　渋谷地方合同庁舎
東京国税局業務センター渋谷分室

  、 新井、葛飾 荒川、  、 新井、葛飾
　　　東京国税局業務センター
　　　葛飾分室

〒124-8705
葛飾区  ８丁 31番６号
東京国税局業務センター葛飾分室

 王 、 梅、武蔵府中、 野  王 、 梅、武蔵府中、町田、日野
　　　東京国税局業務センター
　　　武蔵府中分室

〒183-8510
府中市本町４丁目２番地
東京国税局業務センター武蔵府中分室

江東 、江東東 江東 、江東東
　　　東京国税局業務センター
　　　江東東分室

〒136-8506
江東区  ２丁 17番８号
東京国税局業務センター江東東分室

 梨県 甲府、 梨、  、鰍沢 甲府、 梨、  、鰍沢
　　　東京国税局業務センター
　　　甲府分室

〒400-8541
甲府市丸の内１丁目１番18号　甲府合同庁舎
東京国税局業務センター甲府分室

鶴 、横浜中、保 ケ 、横浜南 鶴 、横浜中、保 ケ 、横浜南、 塚
　　　東京国税局業務センター
　　　横浜南分室

〒236-8551
横浜市 沢区並 ３丁 ２番９号
東京国税局業務センター横浜南分室

川崎南、川崎北 川崎南、川崎北、川崎 
　　　東京国税局業務センター
　　　川崎南分室

〒210-8606
川崎市川崎区榎町３番18
東京国税局業務センター川崎南分室

平塚、藤沢 平塚、鎌倉、藤沢、小田原
　　　東京国税局業務センター
　　　平塚分室

〒254-8534
平塚市浅間町９番１号
東京国税局業務センター平塚分室

千葉県
千葉東、千葉南、千葉 、市川
船橋、館 、 更津、茂原、東 

千葉東、千葉南、千葉 、銚子、市川
船橋、館 、 更津、佐原、茂原

成田、東 

　　　東京国税局業務センター
　　　千葉 分室

〒262-8507
千葉市花 川区武 町１丁 520番地
東京国税局業務センター千葉 分室

注　下線太字は、令和７年７ より、新たに内部事務のセンター化の対象となる税務署や、新たに設置を予定している拠点を す。

東京国税局

東京都

都道府県
内務事務のセンター化の対象署

拠点の名称 書面で申告書等を提出する場合の郵送先住所

神奈川県

関東信越国税局
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令和７年３ 現在 令和７年７ 10 以降

　

石川県  沢、七尾、 松、輪島、松任  沢、七尾、 松、輪島、松任
〒920-8526
 沢国税局業務センター
※　郵便番号と名称をご記載ください（住所の記載は不要です）

富山県 富山、高岡、魚津、砺波 富山、高岡、魚津、砺波

（富山県内の対象署）
〒930-8606
 沢国税局業務センター富 事務室
※１　郵便番号と名称をご記載ください（住所の記載は不要です）
※２　郵送先等の詳細については、国税庁ホームページにてご確認ください。

福井県 福井、大野 福井、大野
　　　 沢国税局業務センター
　　　福井分室

〒910-8529
 沢国税局業務センター福井分室
※　郵便番号と名称をご記載ください（住所の記載は不要です）

愛知県 名古屋東、名古屋中 名古屋東、名古屋中

― 岐 北、岐 南、 垣

岐 北、岐 南、 垣 ―
　　名古屋国税局業務センター
　　三の丸分室

令和７年７ 10 以降、名古屋国税局業務センターと統合します。
郵送先住所等の詳細については、令和７年７ １ 以降、国税庁ホームペー
ジにてご確認ください。
〒460-8527
名古屋市中区三の丸３丁目２番４号　名古屋第二国税総合庁舎
名古屋国税局業務センター三の丸分室

豊橋、 尾、新城 豊橋、 尾、新城
　　名古屋国税局業務センター
　　豊橋分室

〒440-8535
豊橋市大国町111番地　豊橋地方合同庁舎
名古屋国税局業務センター豊橋分室

刈谷、豊田 刈谷、豊田
　　名古屋国税局業務センター
　　刈谷分室

〒448-8522
刈 市若松町１丁 46番地１　刈 合同庁舎
名古屋国税局業務センター刈谷分室

熱田、中川 熱田、中川
　　名古屋国税局業務センター
　　熱田分室

〒456-8570
名古屋市熱田区花表町７番17号
名古屋国税局業務センター熱田分室

尾張瀬 尾張瀬 

岐阜県   、多治 、関、中津川   、多治 、関、中津川

都道府県
内務事務のセンター化の対象署

拠点の名称 書面で申告書等を提出する場合の郵送先住所

注　下線太字は、令和７年７ より、新たに内部事務のセンター化の対象となる税務署や、新たに設置を予定している拠点を す。

 沢国税局

　　　 沢国税局業務センター

　　名古屋国税局業務センター
　　多治 分室

〒507-8710
多治 市  町１丁 209番地
名古屋国税局業務センター多治 分室

名古屋国税局

愛知県

岐阜県

　　名古屋国税局業務センター

令和７年７ 10 以降、名古屋国税局業務センター三の丸分室と統合しま
す。
郵送先住所等の詳細については、令和７年７ １ 以降、国税庁ホームペー
ジにてご確認ください。
〒461-8623
名古屋市東区泉１丁目17番８号　名古屋国税局名古屋東分庁舎
名古屋国税局業務センター
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令和７年３ 現在 令和７年７ 10 以降

三重県 津、伊勢、松阪、上野、尾鷲
津、伊勢、松阪、桑名

上野、鈴 、尾鷲
　　名古屋国税局業務センター
　　津分室

〒514-8544
津市桜橋２丁目99番地
名古屋国税局業務センター津分室

清水、藤枝 清水、藤枝
　　名古屋国税局業務センター
　　清水分室

〒424-8783
静岡市清水区松原町２番15号　清水合同庁舎
名古屋国税局業務センター清水分室

浜松 、浜松東、島 、磐 、掛川 浜松 、浜松東、島 、磐 、掛川
　　名古屋国税局業務センター
　　浜松 分室

〒430-8584
浜松市中央区中央１丁目12番４号　浜松合同庁舎
名古屋国税局業務センター浜松 分室

沼津、熱海、三島、下田 沼津、熱海、三島、富士、下田
　　名古屋国税局業務センター
　　沼津分室

〒410-8553
沼津市市場町９番１号　沼津合同庁舎
名古屋国税局業務センター沼津分室

 阪福島、 淀川、東淀川、 淀
 阪福島、浪速、 淀川、東成

東淀川、北、 淀
　　　大阪国税局業務センター

〒532-8548
大阪市淀川区木川東２丁目３番１号
大阪国税局業務センター

浪速、東成、北 ―
　　　大阪国税局業務センター
　　　北分室

令和７年７ 10 、 阪国税局業務センターに統合しますので、同 以降
の郵送先は、大阪国税局業務センターとなります。
〒530-8515
 阪市北区南扇町７番13号
 阪国税局業務センター北分室

 、港、住吉、東住吉、 成
東、南

 、港、住吉、東住吉、 成
東、南

〒540-8542
大阪市中央区大手前１丁目５番44号　大阪合同庁舎第１号館
大阪国税局業務センター大手前分室

岸和 、泉 津、泉佐野、富 林 岸和 、泉 津、泉佐野、富 林
〒540-8543
大阪市中央区大手前１丁目５番44号　大阪合同庁舎第１号館
大阪国税局業務センター大手前分室

灘、兵庫、  、須磨、神 灘、兵庫、  、須磨、神 
　　　大阪国税局業務センター
　　　神 分室

〒650-8540
神 市中央区港島中町２丁 １番10号
神 税関ポートアイランド出張所内
 阪国税局業務センター神 分室

尼崎、洲本、芦屋、伊丹 尼崎、洲本、芦屋、伊丹
〒661-8522
尼崎市若王寺３丁 11番46号
大阪国税局業務センター阪神分室

相 、豊岡、加古川、 野
 脇、三 、社、和  、柏原

相 、豊岡、加古川、 野
 脇、三 、社、和  、柏原

〒661-8523
尼崎市若王寺３丁 11番46号
大阪国税局業務センター阪神分室

京都府
福知山、舞鶴、宇治、宮津

園部、峰山
福知山、舞鶴、宇治、宮津

園部、峰山

〒661-8521
尼崎市若王寺３丁 11番46号
大阪国税局業務センター阪神分室

注　下線太字は、令和７年７ より、新たに内部事務のセンター化の対象となる税務署や、新たに設置を予定している拠点を す。

都道府県
内務事務のセンター化の対象署

拠点の名称 書面で申告書等を提出する場合の郵送先住所

大阪国税局

兵庫県 　　　大阪国税局業務センター
　　　阪神分室

※　大阪国税局業務センター阪神分室で
は、エリア別に郵便番号を分けておりますの
で、所轄税務署に対応する郵便番号をご記
載ください。

静岡県

大阪府

　　　大阪国税局業務センター
　　　大手前分室

※　大阪国税局業務センター大手前分室で
は、エリア別に郵便番号を分けておりますの
で、所轄税務署に対応する郵便番号をご記
載ください。

名古屋国税局
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別紙  

令和７年３ 現在 令和７年７ 10 以降

奈良県 奈良、葛城、桜井、吉野 奈良、葛城、桜井、吉野
〒661-8524
尼崎市若王寺３丁 11番46号
大阪国税局業務センター阪神分室

和歌山県
和歌山、海南、御坊、田辺

新宮、粉河、湯浅
和歌山、海南、御坊、田辺

新宮、粉河、湯浅

〒661-8525
尼崎市若王寺３丁 11番46号
大阪国税局業務センター阪神分室

広島県 広島東、広島南、広島 、吉 
広島東、広島南、広島 、竹原

 条、海田、吉田
　　　広島国税局業務センター

〒733－8689
広島市 区観 新町１丁 17番３号
広島国税局業務センター

岡 東、  寺、笠岡 岡 東、  寺、笠岡
　　　広島国税局業務センター
　　　岡山東分室

〒700－8689
岡 市北区天神町３番23号
広島国税局業務センター岡山東分室

岡  、瀬 、津 、 野
 梁、新 、久世

岡  、瀬 、津 、 野
 梁、新 、久世

　　　広島国税局業務センター
　　　岡  分室

〒700-8681
岡 市北区伊福町４丁 ５番38号
広島国税局業務センター岡  分室

島根県 出雲、    、 東
浜田、出雲、益田、    

大東、 郷
　　　広島国税局業務センター
　　　出雲分室

〒693－8689
出雲市塩冶善 町13番地３　出雲地 合同庁舎
広島国税局業務センター出雲分室

山口県
下関、宇部、山口、萩、徳山、防府

岩国、光、  、柳井、厚狭
下関、宇部、山口、萩、徳山、防府

岩国、光、  、柳井、厚狭
　　　広島国税局業務センター
　　　防府分室

〒747-8533
防府市寿町６番39号　防府地方合同庁舎
広島国税局業務センター防府分室

徳島県 川島、脇町、池田 川島、脇町、池田

香川県  松、坂出、 尾、 庄  松、坂出、 尾、 庄

― 今治、新居浜、伊予三島

松 、伊予 条 松 、伊予 条
　　　高松国税局業務センター
　　　松山分室

〒790-8579
松 市若草町４番地３　松 若草合同庁舎
高松国税局業務センター松山分室

高知県 高知、安芸、南国、須崎、中村、伊野 高知、安芸、南国、須崎、中村、伊野
　　　高松国税局業務センター
　　　高知分室

〒780-8667
高知市栄田町２丁目２番10号　高知よさこい咲都合同庁舎
高松国税局業務センター高知分室

注　下線太字は、令和７年７ より、新たに内部事務のセンター化の対象となる税務署や、新たに設置を予定している拠点を す。

高松国税局

書面で申告書等を提出する場合の郵送先住所都道府県
内務事務のセンター化の対象署

拠点の名称

広島国税局

岡山県

高松国税局業務センター

愛媛県

 〒760-8526
 高松市天神前２番10号　高松国税総合庁舎
 高松国税局業務センター

大阪国税局

　　　大阪国税局業務センター
　　　阪神分室

※　大阪国税局業務センター阪神分室で
は、エリア別に郵便番号を分けておりますの
で、所轄税務署に対応する郵便番号をご記
載ください。
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別紙  

令和７年３ 現在 令和７年７ 10 以降

博多、福岡、飯塚 博多、福岡、飯塚 　　　福岡国税局業務センター
〒810-8674
福岡市中央区天神４丁目８番28号
福岡国税局業務センター

門司、小倉、八幡 門司、小倉、八幡
　　　福岡国税局業務センター
　　　小倉分室

〒803-8701
北九州市 倉北区  町13番17号
福岡国税局業務センター小倉分室

大牟田、直方、甘木
  、 川、筑紫

若松、大牟田、直方、田川、甘木
  、 川、 橋、筑紫

佐賀県 佐賀、唐津、鳥栖 佐賀、唐津、鳥栖、伊万 、武雄

― 佐世保、平 、壱岐、厳原

 崎、島原、諫早、福江  崎、島原、諫早、福江
　　　福岡国税局業務センター
　　　 崎分室

〒850-8617
 崎市松が枝町６番26号　 崎税務署内
福岡国税局業務センター 崎分室

熊本県
熊本 、熊本東、 代、 吉、 名

天草、  、菊池、宇 、阿蘇
熊本 、熊本東、 代、 吉、 名

天草、  、菊池、宇 、阿蘇

大分県 ― 大分、中津、日田、佐伯、宇佐

宮崎県 ― 宮崎、延岡、日南、 林

 児島県
 児島、 屋、 島、指宿

種子島、知覧、大隅

 児島、川内、 屋、 島、出水
指宿、種子島、知覧、伊集院、

加治木、大隅

〒890-8604
 児島市荒 １丁 24番４号
熊本国税局業務センター 児島事務室

熊本国税局 　　　熊本国税局業務センター

〒862-8721
熊本市東区東本町16番28号
熊本国税局業務センター

注　下線太字は、令和７年７ より、新たに内部事務のセンター化の対象となる税務署や、新たに設置を予定している拠点を す。

福岡国税局

福岡県

 崎県

　　　福岡国税局業務センター
　　　春日分室

〒816-8616
春日市春日公園６丁目１番地６
福岡国税局業務センター春日分室

都道府県
内務事務のセンター化の対象署

拠点の名称 書面で申告書等を提出する場合の郵送先住所
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別紙  

令和７年３ 現在 令和７年10 中旬以降

那覇、北那覇 那覇、北那覇、名護、沖縄 　沖縄国税事務所業務センター

令和７年10 中旬以降、沖縄国税事務所業務センター沖縄分室と統合しま
す。
郵送先住所等の詳細については、令和７年９ １ 以降、国税庁ホームペー
ジにてご確認ください。
〒901-2550
浦添市宮城５丁目６番12号
沖縄国税事務所業務センター

名護、沖縄 ―
　沖縄国税事務所業務センター
　沖縄分室

令和７年10 中旬以降、沖縄国税事務所業務センターと統合します。
郵送先住所等の詳細については、令和７年９ １ 以降、国税庁ホームペー
ジにてご確認ください。
〒904-2193
沖縄市東２丁目１番１号
沖縄国税事務所業務センター沖縄分室

沖縄国税事務所 沖縄県

都道府県
内務事務のセンター化の対象署

拠点の名称 書面で申告書等を提出する場合の郵送先住所
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税務署の内部事務のセンター化

2025.１

大阪国税局からのお知らせ

税務署における内部事務（※）の効率化・高度化を図るとともに、納税者利便の向上や外部事務（調査・徴収事
務）の充実・高度化を目指し、一部の税務署を対象に、複数の税務署の内部事務を専担部署（業務センター）で集
約処理する「大阪国税局業務センター室」（センター）を下記の表のとおり設置しています。

※ 内部事務とは、例えば、申告書の入力処理、申告内容についての照会文書の発送などの事務をいいます。
《センターの名称等》

センター名称 郵送先 郵便番号 対象署

大阪国税局業務センター 大阪市淀川区木川東２丁目３番１号
東淀川税務署内 532-8548 大阪福島税務署・西淀川税務署

東淀川税務署・大淀税務署

大阪国税局業務センター
北分室
※ 令和７年７月10日以降、

北分室は廃止され、
「大阪国税局業務センター」
に統合されます。

大阪市北区南扇町７番13号
北税務署内 530-8515

浪速税務署・東成税務署・北税務署
※ 令和７年７月10日以降は、

「大阪国税局業務センター」の対象署
となります。

【令和７年７月10日以降】
532-8548
大阪市淀川区木川東２丁目３番１号
東淀川税務署内

大阪国税局業務センター
大手前分室

大阪市中央区大手前１丁目５番44号
大阪合同庁舎第１号館

※ エリア別に郵便番号を分けており
ますので、所轄税務署に対応する郵
便番号をご記載ください。

540-8542
西税務署・港税務署・住吉税務署
東住吉税務署・西成税務署・東税務署
南税務署

540-8543 岸和田税務署・泉大津税務署
泉佐野税務署・富田林税務署

大阪国税局業務センター
神戸分室

神戸市中央区港島中町２丁目１番10号
神戸税関ポートアイランド出張所内 650-8540 灘税務署・兵庫税務署・⾧田税務署

須磨税務署・神戸税務署

大阪国税局業務センター
阪神分室

尼崎市若王寺３丁目11番46号

※ エリア別に郵便番号を分けており
ますので、所轄税務署に対応する郵
便番号をご記載ください。

661-8521 福知山税務署・舞鶴税務署・宇治税務署
宮津税務署・園部税務署・峰山税務署

661-8522 尼崎税務署・洲本税務署・芦屋税務署
伊丹税務署

661-8523 相生税務署・豊岡税務署・加古川税務署
龍野税務署・西脇税務署・三木税務署
社税務署・和田山税務署・柏原税務署

661-8524 奈良税務署・葛城税務署・桜井税務署
吉野税務署

661-8525 和歌山税務署・海南税務署・御坊税務署
田辺税務署・新宮税務署・粉河税務署
湯浅税務署

大阪国税局・税務署

【兵庫②エリア】

【奈良エリア】

【和歌山エリア】

【大阪①エリア】

【ご留意いただきたい事項】
① センターへの申告書・申請書等の提出

○ 上記の表にある税務署に、申告書・申請書等を提出する場合は、以下のとおりご対応をお願いします。
● e-Tax（データ）により提出する場合は、従来どおり、所轄税務署へ送信願います。
● 書面により提出する場合は、センターへ直接郵送願います。

※１ 郵送による提出先となるセンターの所在地は、上記の表のとおりです。
※２ 書面の申告書・申請書等の書類を、センターへ直接持ち込むことはできません。
※３ 所轄税務署の窓口及び時間外収受箱へ提出も可能ですが、センターへの郵送にご協力願います。

② センターから納税者・税理士の皆様への問合せ
○ センターでは、納税者や税理士の皆様に対し、内部事務を処理するため、電話や文書により問合せをさせていただく

ことがあります。
※ センターから送付する文書によって、行政指導の責任者が国税局⾧となる場合があります。

③ 従来どおり所轄税務署で行うもの
○ 納税証明書の交付

⇒ 納税証明書を郵送で請求される場合は、封筒に「納税証明書交付請求書在中」と明記の上、所轄税務署へ送付してください（納税
証明書の取得は、便利なオンラインでの請求をぜひご利用ください。） 。

○ 現金による国税の納付
⇒ 自宅やオフィスから納付可能なキャッシュレス納付もご利用いただけます。ぜひご利用ください。

○ 面接による相談等の窓口対応
⇒ 面接による相談を希望される場合は、所轄税務署に相談日時を予約の上、来署願います。

（注）国税に関する質問は、国税庁ホームページ「チャットボット」や「タックスアンサー」をご利用ください。
電話による税務相談は、国税相談専用ダイヤル（0570-00-5901）等をご利用の上、電話相談センターにお問い合わせください。

※ 上記の取組は、納税者の皆様の所轄税務署を変更するものではありません。

【兵庫①エリア】

【京都エリア】

【大阪②エリア】
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【ご留意いただきたい事項】
センターから送付する文書によって、行政指導の責任者が国税局⾧となる場合があります。

税務署の内部事務のセンター化（行政指導等の一部の集約処理）

センター名称 担当事務 対象署

大阪国税局業務センター
大阪福島分室

資料情報及び個人課税事務 滋賀県下全７税務署・京都府下全13税務署
奈良県下全４税務署・和歌山県下全７税務署

資産課税事務 大阪国税局管内全83税務署

大阪国税局業務センター
西淀川分室 法人課税及び間接諸税事務 大阪国税局管内全83税務署

大阪国税局業務センター
南分室 資料情報及び個人課税事務 大阪府下全31税務署

大阪国税局業務センター
⾧田分室 資料情報及び個人課税事務 兵庫県下全21税務署

区分 文書名等

資料情報事務 ・ 支払調書等のe-Tax等による提出について
個人課税事務 ・ 所得税（及び復興特別所得税）の確定申告書の見直し・確認について
資産課税事務 ・ 相続税の申告についてのお尋ね
法人課税事務 ・ 無申告法人等に対する文書
間接諸税事務 ・ 収入印紙の貼付状況に係るお尋ね文書

2025.１大阪国税局・税務署

大阪国税局管内全署の行政指導等の一部を集約処理するセンターを下記の表のとおり設置しています。
《センターの名称等》

《主な事務の内容》
○ 照会文書等の発送

上記の表のセンターから発送する主な文書は下記の表のとおりです。

書面で申告書等を提出する皆様へのお知らせ
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納税者ご  名義の預貯  座からの 座引落しにより 動的に納付する 続です。 

  利用可能税目 ①「申告所得税及び復興特別所得税」（※１） 

②「消費税及び地方消費税（個人事業者）」（※２） 

  ご利用に当たっては、事前に税務署又は希望する預貯金口座の金融機関へ振替依頼書を提出していただ

く必要があります。e-Taxによる提出も可能です。 

  領収証書は発行されません（納付状況は預貯金通帳等をご確認ください。）。 

  インターネット専用銀行等の一部の金融機関や、インターネット支店等の一部の店舗では利用できない

場合がありますので、利用の可否については、取引先の金融機関へお問い合わせください。 
※１ 期限内に申告された確定申告（３期）分及び延納分、予定納税（１期、２期）分が対象です。 
※２ 期限内に申告された確定申告分及び中間申告分が対象です。 

 
 

 

▼  
 

 

▼  
 

 

所得税や消費税の申告書を毎年提出する
個人事業主の方 

こんな方に 
おすすめ  

国税庁e-Taxキャラクター 
イータ君 

ダイレクト納付 こんな方に 
おすすめ  e-Taxを利用している方 

源泉所得税を納付している源泉徴収義務者の方 

e-Taxで申告書等を提出した後、納税者ご  名義の預貯  座から、即時 は 
納付 を指定して、 座引落しにより納付する 続です。 

  ご利用に当たっては、事前に税務署へe-Taxの利用開始手続を行った上、ダイレクト納付利用届出書を

提出していただく必要があります。個人の方は、e-Taxによる提出も可能です。 
  届出書の提出からご利用可能まで１か月程度（e-Taxでの提出は１週間程度）かかります。 

  領収証書は発行されません（納付状況は預貯金通帳等をご確認ください。）。 

  利用可能金融機関や利用可能額等の詳細は、国税庁ホームページをご確認ください。 

 

e-Taxの申告等データを送信する画面で、「自動ダイレクトを利用する」旨の項目にチェックを入 

れて送信すると、申告等データの送信と併せてダイレクト納付の手続をすることができる機能です。 

自動ダイレクトを利用すると、口座引落日は各申告手続の法定納期限となり、法定納期限に自動ダ 

イレクトの手続をした場合は、その翌取引日に口座引落しされます。 

 
▼詳細はこちら 

  事前にダイレクト納付利用届出書を提出することで、複数の預貯金口座を選択（※）できます。 
  期限内申告の課税期間内であれば、申告書の提出前に納付見込額を資金繰りに応じて事前納

付する予納制度にも対応しています。 
  ※ 同一金融機関における複数の預貯金口座のダイレクト納付の利用可否については、国税庁ホームページで「利用可能金融 

機関一覧」をご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪国税局・税務署 

▼  
▼

個人の方 
各納付方法の詳細は、国税庁ホームページの

「納税に関する総合案内」からご覧ください。 
https://www.nta.go.jp/taxes/nozei/annai/index.htm 

▼詳細はこちら 

キャッシュレス納付 
以外の便利な納付 法 

コンビニ納付 

（ＱＲコード） 

国税庁ホームページの「確定申告書等作成コーナー」及び「コンビニ納付用 QR コード作成専用
画 」等で作成・出 した「QR コード」をコンビニのキオスク端末に読み取らせることで、バーコード
（納付書）を出 し、コンビニのレジで納付する 続です。 
  利用可能なコンビニは、ローソン、ナチュラルローソン、ミニストップ（いずれも「Loppi」端末設

置店舗のみ）、ファミリーマート（「マルチコピー機」端末設置店舗のみ）となります。 
  利用可能額は、バーコード（納付書）１枚につき 30 万円以下となります。 
  領収証書は発行されません（払込金受領証は発行されます。）。 
  作成した「ＱＲコード」（ＰＤＦファイル）をスマホに保存し、画面に表示して「Loppi」「マルチコ

ピー機」端末に読み取らせることも可能です。 
  

※ ＱＲコードは（株）デンソーウェーブの登録商標です。 

 

 

 
パソコンやスマホから「国税クレジットカードお支払サイト」へアクセスし、

クレジットカードにより納付する手続です。 

▼詳細はこちら 

  納付税額に応じた決済手数料がかかります。 

  「国税クレジットカードお支払サイト」での納付手続が完了すると、その納付手続の取消しはできません。 

  源泉所得税及び復興特別所得税（自主納付分）は、e-Taxで徴収高計算書データを送信後、受信通知から 

納付を行う場合のみ可能です。 

  領収証書は発行されません（納付状況は利用明細等をご確認ください。）。 

  金融機関やコンビニ、税務署の窓口では、クレジットカードによる納付はできません。 

クレジットカードを利用
している方 

こんな方に 
おすすめ  

▼詳細はこちら スマホアプリ納付 Pay払いを利用している方 
こんな方に 
おすすめ  

e-Taxで申告等データを送信した後に格納される受信通知（納付区分
番号通知）から専 サイトへアクセスし、Pay払いで納付する 続です。 

  納付しようとする金額が30万円以下の場合に利用することができます。 

 ※ 利用するPay払いで設定された上限金額により、利用可能な金額が制限される場合があります。 

  アカウント残高を利用した支払方法のみ利用可能なため、事前に利用するPay払いへのアカウント登録

及び残高へのチャージが必要です。 

  領収証書は発行されません（納付内容（PDF）データで納付情報をご確認ください。）。 

  金融機関やコンビニ、税務署の窓口では、Pay払いによる納付はできません。 

 

 
インターネットバンキングやＡＴＭから納付する手続です。 

  ご利用に当たっては、事前に税務署へe-Taxの利用開始手続が必要です。 

  源泉所得税及び復興特別所得税（自主納付分）は、e-Taxによる徴収高計算書データの送信が必要です。 

  領収証書は発行されません（納付状況は預貯金通帳等をご確認ください。）。 
  利用可能金融機関や利用可能額等の詳細は、国税庁ホームページをご確認ください。 

インターネットバンキング 
を利用している方 
近くに金融機関のATMが 
ある方 
 

こんな方に 
おすすめ  

R７.１ 

▼e-Tax ソフト(Web 版) 
法人の方 
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１ e-Tax ホームページへアクセス 

２ メインメニュー画面 

３ 納税証明書の交付請求の選択・提出先税務署の確認 

 

 

 

 

４ 個人番号の入力・請求方法の選択 

 

 

 

５ 証明書の種類、証明を受ける税目の入力 

 

６ 証明を受けようとする国税の年度（事項）の選択 

 （その１、その２又はその４を選択した場合） 

 

e-Tax ホームページのログインをタップします。 

個人の方又は法人の方をタップします。 

メインメニュー画面の、申

請・納付手続を行うをタッ

プします。 

納税証明書の交 付請求

（電子交付用）をタップ

します。 

 

提出先税務署をタップ

します。 

利用者情報に登録済みの所

轄税務署が初期表示されま

すので、表示内容を確認の

上、ＯＫを選択します。 

内容の作成をタップします。 

交付請求する方の個人番号

（個人の方のみ）を入力

し、交付請求する証明書の

形式について、ＰＤＦ形式

を選択します。 

マイナンバーカードの読み

取り（個人の方のみ）又は利

用者識別番号及びパスワー

ド（法人の方）を入力し、e-

Tax にログインします。 

～ 納 税 証 明 書 ス マ ホ 請 求 マ ニ ュ ア ル （ 電 子 納 税 証 明 書 Ｐ Ｄ Ｆ フ ァ イ ル 用 ） ～ 

大阪国税局・税務署 R６.６ 

証明書の種類の選択、入力

⇒申請を行う納税証明書の

種類⇒ＯＫを順にタップし

ます。 

 【その１・その３を選択し

た場合】 

税目をタップし、請求する

税目欄をチェックします。 

 

証明を受けようとする国

税の年度をタップし、証明

を受けようとする国税の年

度を選択します。 

なお、その１とその２を

選択した場合は、一度に３

年度分入力できます。 

 法人税や消費税及地方

消費税など、税目によって

は、「年」「月」「日」の全て

を入力する必要がありま

す。 

令和 ５年 

※その４の場合は、「証明を受けようとする事項」を選択し、期
間を入力します。 

〇 事前準備 

・ マイナンバーカード（法人の場合は代表者本人のもの） 

・ 

・ マイナンバーカードの署名用電子証明書パスワード   

・ 

・ マイナポータルアプリのインストール 

・  

・  

※ ペイジー対応の ATM から納付することも可能 

 

この画面は、個人の方がログインした 
場合の画面です。 

７ 証明を受けようとする事項の選択 ８ 申請情報の確定 

９ 受付システムへの送信 10 発行手続 

 

11 手数料の納付 12 納税証明書のダウンロード 

 

 

 

 

証明書の使用目的の選択をタップし、今回請求を行う

納税証明書の使用目的をチェックし、OKをタップし

ます。これで「内容の作成」の入力が終了しました。 

次へをタップします。 

 

入力内容が表示されるため、

内容を確認し、送信をタップ

します。 
※ 受信通知を格納するフォルダを

選択する場合は、フォルダ選択を
タップします。 

※ 

納税証明書その2（所得・発行用） 

2024/06/04 

トップメニューのお知ら

せ・受信通知をタップし、

受信通知をタップします。 

受信通知の「納税証明書の

発行」で、発行するをタッ

プします。 

インターネットバンキングを 

タップし、手数料を納付しま

す。 

 

（参考） 法人の方は、電子署名の
付与（代表者のマイナンバーカー
ド）を行ってください。 

 

 

ＡＴＭ等で、画面の指示に 
従い、手数料を納付します。 

● 収納機関番号 
「 ００１００ 」 
行政手数料の収納機関番号 
「財務省会計センター」 

●お客様番号「納付番号」 

●確認番号「確認番号」 

証明を受けようとする事項
を選択し、「納付すべき税
額」「納付済額」「未納税
額」以外に必要がある場合
は、証明を受けようとする
事項をチェックし、OK を
タップします。 

その２の場合、所得種類別の
証明も可能ですので、必要が
ある場合は、証明を受けよう

とする事項を選択し、OK を
タップします。 
※選択しない場合は、総所得金額
の証明となります。 

※その２の場合 ※その１の場合 

 

  

再度、受信通知を確認し、下

記のいずれかの方法で手数料

を納付してください。 

 

手数料を納付後、再度、受信

通知を確認し、「納税証明書

データ（ＰＤＦ形式）」で、

保存するをタップし、保存し

ます。 

以上で手続は終了です。 

サンプル 

 

送信が完了すると、「即時通知」
画面が表示されます。受信通知の
確認をタップし、送信結果を確認
してください。 
通常は数日で納税証明書発行可能
の受信通知（手順10）がメッセー
ジボックスへ届きます。 
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インボイス制度等
  に関する相談会
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追加掲載
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